
単位 人
活

内容説明 就学援助対象として認定し、就学援助費を支給した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 2,300 2,300 2,100指標値
2

実　績 2,123 1,904 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

申請に対する審査や認定者に対する給付を適正に行うた 標 予　定指標値
め、システム改修等による業務の効率化について検討が 3

実　績 －－－必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

生活保護基準の改定に伴い、認定基準の見直しを検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9541

一般会計

事務事業名 小学校学用品等就学援助事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

学校教育法

根拠法令 名　称 就学困難な児童及び生徒に係る就学援助についての国の援助に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市立の小学校に通う児童の保護者で、限度額以下の 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
所得者 事業費 168,418 160,652 172,139

人件費 3,994 3,732 3,732

目　的 総事業費 172,412 164,384 175,871

経済的理由により、小学校への就学に係る経費の支出が 6年度事業費（予算額）財源内訳
難しい家庭の負担を軽減します。 国支出金 196

県支出金 89

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・保護者からの申請をもとに、要保護・準要保護基準に その他 0

　合うか審査し、認定者に給食費や学用品費等の援助を 一般財源 171,854

　行います。 合　計 172,139

３.活動内容

名称 就学援助の申請・審査件数 単位 人
活

内容説明 就学援助の申請を受け審査した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3,000 2,800 2,600指標値
1

実　績 2,439 2,307 －－－成　果（効果･予測）

児童が安心して学校で過ごすことができます。 名称 就学援助の認定・支給件数



度 4年度 5年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
学校教育法に基づく事業であるため、市の関与は必須と考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 対象児童世帯の経済的負担を軽減し、児童の就学環境を整えました。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

3年度 4年度 5年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
援助項目及び支給金額は、国の基準に基づくものであるため、経費は適正と判断しま

す。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市の基準により適正に支給対象者を認定しており、受益の公平性は確保されているも

のと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
全児童の保護者に対し、制度のお知らせを配布するとともに、市のホームページや広

報やまとで制度の周知を図っています。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

3年



数 単位 件
活

内容説明 就学援助対象として認定した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1,100 1,100 1,000指標値
2

実　績 1,055 957 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

申請に対する審査や認定者に対する給付を適正に行うた 標 予　定指標値
め、システムの改修等による業務の効率化について検討 3

実　績 －－－が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

生活保護基準の改定に伴い、認定基準の見直しを検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9550

一般会計

事務事業名 中学校学用品等就学援助事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

学校教育法

根拠法令 名　称 就学困難な児童及び生徒に係る就学援助についての国の援助に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市立の中学校に通う生徒の保護者で、認定の限度額 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
以下の所得者 事業費 99,142 93,045 103,113

人件費 4,062 3,732 3,732

目　的 総事業費 103,204 96,777 106,845

経済的理由により、中学校への就学に係る経費の支出が 6年度事業費（予算額）財源内訳
難しい家庭の負担を軽減します。 国支出金 778

県支出金 143

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・保護者からの申請をもとに、要保護・準要保護基準に その他 0

　合うか審査し、認定者に給食費や学用品費等の援助を 一般財源 102,192

　行います。 合　計 103,113

３.活動内容

名称 就学援助の申請・審査件数 単位 件
活

内容説明 就学援助の申請を受け審査した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1,500 1,400 1,300指標値
1

実　績 1,232 1,176 －－－成　果（効果･予測）

生徒が安心して学校で過ごすことができます。 名称 就学援助の認定・支給件



度 4年度 5年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
学校教育法に基づく事業であるため、市の関与は必須と考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 対象生徒世帯の経済的負担を軽減し、生徒の就学環境を整えました。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

3年度 4年度 5年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
援助項目及び支給金額は、国の基準に基づくものであるため、経費は適正と判断しま

す。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市の基準により適正に支給対象者を認定しており、受益の公平性は確保されているも

のと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
全生徒の保護者に対し、制度のお知らせを配布するとともに、市のホームページや広

報やまとで制度の周知を図っています。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

3年



350 400 500指標値
2

実　績 506 576 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

小学校全学年35人学級の実施に伴い、国や県の動向に注 標 予　定指標値
視するとともに児童推計を参考に学びの場の確保につい 3

実　績 －－－て検討が必要です。

また、「通学区域制度の弾力的運用方針について（文初 名称 単位
小第78号）」に基づき、学籍の管理や通学区域制度の運 活

内容説明用について研究していく必要があります。 動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

学齢簿を適正に管理するとともに、区域外就学については児童生徒の特性や保護者ニーズの把握に努め、近

隣市や関係機関との連携を強化し適正に対応していきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9515

一般会計

事務事業名 児童生徒学籍管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

学校教育法

根拠法令 名　称 学校教育法施行令

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和23年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

小中学校の学齢児童生徒 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 12 22 37

人件費 2,573 2,617 2,617

目　的 総事業費 2,585 2,639 2,654

児童生徒の学籍及び転入転出等の管理運営を行います。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

児童生徒の就学に関する多様な相談（転入、転出、障が その他 0

い児、外国籍、学区外就学、区域外就学等）に応じて、 一般財源 37

学校指定変更手続き等を関係学校長、指導主事と協議、 合　計 37

調整しながら適正に処理します。 ３.活動内容

名称 大和市立小中学校就学児童生徒数 単位 人
活

内容説明 大和市立小中学校に在籍している児童生徒数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 17,397 17,447 17,298指標値
1

実　績 17,397 17,447 －－－成　果（効果･予測）

児童生徒の学籍管理が適正に行われます。 名称 学区外・区域外就学者の認定数 単位 人
活

内容説明 学区外・区域外就学をしている児童生徒数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定



採用数 単位 人
正な配置が図られます。 活

内容説明 欠員補充・産休・育休・休職代替等の臨時的任用教職員数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 200 200 200指標値
2

実　績 177 180 －－－

名称 県費非常勤講師採用数 単位 人
活

内容説明 療休代替・介護休暇代替等県費負担非常勤講師の内申件数動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・教職員が意欲的に職務に取り組み力を発揮できるよ　 標 予　定 160 160 160指標値
　う、業務を均等化し、教職員ひとり一人の人材育成を 3

実　績 181 192 －－－　推進するとともに、魅力ある学校づくりの推進と、組

　織力の向上を図る必要があります。 名称 衛生管理者及び衛生推進者の新規取得者数 単位
・教職員不足が顕著となっており、人事事務がより多忙 活

内容説明　化していますが、学校運営に支障が生じないよう、引 動

　き続き教職員を確保していく必要があります。 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・学校での安全衛生管理が適正かつ安定的に行われるよ 標 予　定 0 8 11指標値
　う、指導していくことが重要です。 4

実　績 0 4 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

・「大和市公立学校県費負担教職員人事異動方針」に基づき、本市の教育水準の維持・向上のため、積極的

　に転任及び配置換えを行うことで、教職員組織の充実と均衡化を図り、魅力ある学校づくりの推進と学校

　の組織力の向上を図ります。また、教職員の一人ひとりが多様な経験を通じ、組織内で自らの役割を意識
今後の方針等

　し、意欲的に力を発揮できるような人材を育成します。

・教職員不足が顕著となっており、人事事務がより多忙化していますが、学校運営に支障が生じないよう、

　引き続き教職員の確保を図ります。

・学校での安全衛生管理が適正かつ安定的に行われるよう、指導していきます。

令和５年度　事務事業評価表
9516

一般会計

事務事業名 教職員人事事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

地方公務員特例法

根拠法令 名　称 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

労働安全衛生法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校の県費負担教職員（校長・教頭・教諭・養 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
護教諭・学校栄養職員・学校事務職員・臨時的任用職員 事業費 41 3,707 3,115

及び非常勤講師） 人件費 9,681 10,514 10,514

目　的 総事業費 9,722 14,221 13,629

小中学校の適正な人事運営を確保することにより、各教 6年度事業費（予算額）財源内訳
職員が教育職としての目的を達成できる環境を整えます 国支出金 0

。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

日常の業務として、情報の収集・伝達・交換を通して、 その他 0

転任・配置換・採用・昇任等の人事異動を合理的・効率 一般財源 3,115

的に実施します。 合　計 3,115

３.活動内容

名称 教職員採用人数 単位 人
活

内容説明 定年等退職者数に応じて、採用された新採用者数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 55 40 55指標値
1

実　績 39 47 －－－成　果（効果･予測）

人事異動に当たっては関係機関の協力のもと教職員の適 名称 臨時的任用職員



学校規模の適正化が図られます。 活
内容説明 北部・中部地区から南部地区の３中学校へ就学を認めた件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 50 50 50指標値
2

実　績 16 13 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

小学校における３５人学級への移行に伴い、児童の学び 標 予　定指標値
の場を確保するため、今後の児童推計や宅地開発などに 3

実　績 －－－十分注視し、学校規模適正化基本方針に基づいた教室確

保の手法等、学校規模の適正化について、検討が必要で 名称 単位
す。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

・「大和市立小中学校規模適正化基本方針」に基づき、小中学校の学校規模及び通学区域の適正化に努めま

　す。

・小学校全学年３５人学級の実施が令和７年度で完了予定ですが、中学校の実施について国の動向等を注視
今後の方針等

　していきます。

令和５年度　事務事業評価表
9517

一般会計

事務事業名 通学区域設定・変更事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校２８校の通学区域 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 11,948 11,814 14,548

人件費 3,317 3,368 3,368

目　的 総事業費 15,265 15,182 17,916

小中学校の通学区域を適切に設定・変更することで、学 6年度事業費（予算額）財源内訳
校間の規模的格差を是正し、教育条件の均等化を図りま 国支出金 0

す。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・児童生徒数推計や大型のマンション建設計画や宅地開 その他 0

　発などの情報を収集し、適正な通学区域を設定すると 一般財源 14,548

　ともに、居住地域による通学上の条件の公平性を確保 合　計 14,548

　します。 ３.活動内容

名称 小学校の通学区域の弾力的運用件数 単位 件
活

内容説明 就学を認めた件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 50 50 50指標値
1

実　績 36 40 －－－成　果（効果･予測）

適正な通学区域の設定をすることで、児童・生徒数の地 名称 中学校の通学区域の弾力的運用件数 単位 件
域的偏りの是正と



りの奨学金額の変更等について、申請・給付 標 予　定指標値
　状況等も踏まえ検討していく必要があります。 3

実　績 －－－・高等学校等への進学率は高いため、事業の周知を一層

　図る必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・一人当たりの奨学金額の変更等について、申請・給付状況等も踏まえ検討していきます。

・中学校長及び進路担当者に本事業の目的の理解を促し、奨学金を必要とする保護者への周知に努めます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9518

一般会計

事務事業名 奨学金給付事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和49年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

選考基準に基づく学校長の推薦者（中学３年生） 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 5,289 4,529 6,009

人件費 1,083 1,115 1,115

目　的 総事業費 6,372 5,644 7,124

経済的理由により、高等学校等への就学希望があるにも 6年度事業費（予算額）財源内訳
かかわらず、就学に係る経費の支出が難しい家庭の負担 国支出金 0

を軽減し、生徒の高校進学を支援します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・審査会を開催し、学校長の推薦者の中から奨学生を決 その他 6,000

　定し、奨学金を給付します。 一般財源 9
合　計 6,009

３.活動内容

名称 奨学金給付人数 単位 人
活

内容説明 奨学金の給付決定を受けた奨学生の人数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 150 150 150指標値
1

実　績 132 113 －－－成　果（効果･予測）

保護者の経済的負担の軽減により高等学校への就学につ 名称 単位
ながります。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・一人当た



度 (当該年度) 6年度

小中校長会、小中教頭会での教育研究の内容や他市の状 標 予　定指標値
況等について、教育委員会を含めた全体で共有できる仕 3

実　績 －－－組みの構築等について検討が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

校長会や教頭会、各団体等と調整しつつ、引き続き負担金の内容の精査や支払い方法の簡素化を図ります。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9519

一般会計

事務事業名 校長･教頭会支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和42年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：市立小学校長会、市立中学校長会、市立小学教 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
頭会、市立中学教頭会 事業費 1,409 1,299 1,487

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 2,154 2,050 2,238

学校の管理運営についての研究、研修を行い、学校教育 6年度事業費（予算額）財源内訳
の充実向上を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

各校長・教頭会の活動に必要な会費などを支援します。 その他 0

一般財源 1,487
合　計 1,487

３.活動内容

名称 補助金交付件数 単位 件
活

内容説明 小学校校長会、中学校校長会、小学校教頭会、中学校教頭会動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 4 0 0指標値
1

実　績 4 0 －－－成　果（効果･予測）

各会の活動が活発になるとともに、各会での研究が、子 名称 負担金支出件数 単位 件
ども達への教育環境の向上に寄与しています。 活

内容説明 小学校及び中学校の校長会・教頭会の負担金支出動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 0 11 11指標値
2

実　績 0 11 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年



3
実　績 －－－　さらに図り、より良い教育環境の継続に活用してもら

　うことが必要です。 名称 単位
・教職員互助会の事業自体も、受益者負担の公平性等を 活

内容説明　考慮しつつ、より活性化する方策の検討が必要です。 動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

・市の補助金を充てている保健体育事業について、助成の制度や申請の周知をさらに図ります。

・教職員互助会の事業について、より活性化する方策を検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9522

一般会計

事務事業名 教職員互助会支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

地方公務員法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和59年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立学校教職員互助会 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1,395 1,395 1,395

人件費 339 364 364

目　的 総事業費 1,734 1,759 1,759

市立小中学校教職員の福利厚生を充実し、福祉の増進を 6年度事業費（予算額）財源内訳
図ります。地方公務員法に基づき、職員の保健、元気回 国支出金 0

復、その他厚生に関する事業について実施します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市立学校教職員互助会に補助金を交付します。 その他 0

一般財源 1,395
合　計 1,395

３.活動内容

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
1

実　績 －－－成　果（効果･予測）

互助会の活動を通して、教職員の元気回復が図られ、よ 名称 単位
り良い教育環境の継続につながります。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・市の補助金は、人間ドックや健康増進の助成などの保 標 予　定指標値
　健体育事業に充てており、助成の制度や申請の周知を



4
実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・引き続き、寄附件数が増加するよう、事業の周知方法について検討を進めます。

・統合等、事業の整理について検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9532

一般会計

事務事業名 奨学基金管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和49年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

経済的理由により、高等学校課程の修学が困難な奨学生 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 115 271 303

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 860 1,022 1,054

奨学金給付事業のため、基金を適正に管理します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

奨学金給付事業に充てるため、善意の寄付金等を奨学基 その他 303

金に積み立てます。 一般財源 0
合　計 303

３.活動内容

名称 寄付金件数 単位 件
活

内容説明 奨学金基金への寄付件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3 3 3指標値
1

実　績 3 1 －－－成　果（効果･予測）

基金の積み立ては、奨学金給付事業の安定した運営につ 名称 単位
ながります。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・基金の運用方法について検討が必要です。 標 予　定指標値
・統合等、事業の整理について検討が必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値



5年度 (当該年度) 6年度

教職員の短期間の療養休暇や研修は、毎年一定の件数が 標 予　定指標値
発生しており、学校のニーズに対応できる人員の確保が 3

実　績 －－－必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

必要に応じて適切な任用ができるよう、学校との情報共有を密にするとともに、市の広報なども活用して、

人材確保に努めていきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9534

一般会計

事務事業名 小学校非常勤講師派遣事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成04年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小学校１９校 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 2,059 2,087 3,008

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 2,804 2,838 3,759

教職員の病欠や研修会への出席に対応するため、代替職 6年度事業費（予算額）財源内訳
員を派遣します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

教職員が短期間（４日から２週間）の病気や介護、研修 その他 0

などで学校の授業に支障をきたす場合に非常勤講師を任 一般財源 3,008

用し、必要な学校に派遣します。 合　計 3,008

３.活動内容

名称 派遣件数 単位 件
活

内容説明 短期療養や研修代替として非常勤講師を派遣した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3 3 3指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

非常勤講師の適正な派遣により、学校運営が円滑に行わ 名称 学校運営サポート教員を派遣した件数 単位 件
れます。 活

内容説明 通常級３１クラス以上に学校運営サポート教員を配置した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度



該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・校務支援システムを活用し、効率的な物品購入・配付に努めます。

・統合等、事業の整理について検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9536

一般会計

事務事業名 小学校管理用物品購入配布事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

学校教育法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和28年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小学校１９校 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 45 20 28

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 790 771 779

小学校の学習の充実と適正な学校運営を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市立小学校の管理運営に必要な物品(卒業証書など）を その他 0

購入し、各校に配布します。 一般財源 28
合　計 28

３.活動内容

名称 物品購入数（卒業証書） 単位 枚
活

内容説明 卒業証書用紙の購入枚数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 2,100 2,100 2,150指標値
1

実　績 2,250 2,250 －－－成　果（効果･予測）

学校運営が円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・校務支援システムの導入により、用紙類等の扱いにつ 標 予　定指標値
　いて検討が必要です。 3

実　績 －－－・統合等、事業の整理について検討が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当



績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・令和７年度の小学校全学年３５人学級の実施に向け、 標 予　定指標値
　人材の確保や事業の在り方について検討が必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

令和７年度に小学校の全学年が３５人学級になることを踏まえ、人材の確保や事業の在り方について検討し

ます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9538

一般会計

事務事業名 小学校少人数指導等非常勤講師配置事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成14年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

１学級の児童数が３５人以上である大和市立小学校及び 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
市教育委員会が必要と認めた大和市立小学校 事業費 3,538 2,480 8,675

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 4,283 3,231 9,426

１学級の児童数が３５人以上の学校が、きめ細やかな学 6年度事業費（予算額）財源内訳
習指導を行えるようにします。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・１学級あたりの児童数の多い順に配置します。 その他 0

・法制化により、令和７年度で全学年の３５人学級が完 一般財源 8,675

　了しますが、それまでについては学校事情を考慮して 合　計 8,675

　教育委員会で決定します。 ３.活動内容

名称 少人数指導等非常勤講師配置校 単位 校
活

内容説明 １学級あたり３５人を超える学校への配置件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 5 5 0指標値
1

実　績 3 2 －－－成　果（効果･予測）

小学校での学習の定着や学校生活への順応を図ります。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　



踏まえ、事業の縮小等について検討す

　る必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・学校交際費の適正な支出や精算報告等について、管理及び継続的な指導をしていきます。

・他市の状況や市の関与の妥当性、予算の執行状況等を踏まえ、学校交際費の金額の縮小等について検討し

　ます。
今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9542

一般会計

事務事業名 小学校児童活動等運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが確かな学力を身につけている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小学校１９校 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 244 599 1,140

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 989 1,350 1,891

児童・家庭・地域と学校間の連携を深め、学校運営の円 6年度事業費（予算額）財源内訳
滑化を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

児童の病気・けがの見舞や、保護者・地域等との連携を その他 0

推進するための学校交際費を交付します。 一般財源 1,140
合　計 1,140

３.活動内容

名称 交際費支給校数 単位 校
活

内容説明 保護者の慶弔等に要する経費を各小学校に支給します。動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 19 19 19指標値
1

実　績 19 19 －－－成　果（効果･予測）

保護者・地域等との連携と児童の校外活動・運営が行え 名称 単位
ます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・学校交際費の適正な支出や精算報告について、管理、 標 予　定指標値
　指導していく必要があります。 3

実　績 －－－・他市の状況等も



認定した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 230 250 270指標値
2

実　績 329 269 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

対象児童の把握に努め、援助が必要な児童に対し、本事 標 予　定指標値
業を広く周知する必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

市立小中学校及び共同学校事務室と協力し、本事業の対象となる保護者への周知に努めます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9543

一般会計

事務事業名 小学校特別支援教育就学奨励事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

特別支援学校への就学奨励に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

特別支援学級へ就学する児童の保護者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 8,836 9,431 11,760

人件費 1,083 1,115 1,115

目　的 総事業費 9,919 10,546 12,875

特別支援学級への就学や「ことばの教室」「はぐくみの 6年度事業費（予算額）財源内訳
教室」に通級する家庭に援助を行うとともに、特別支援 国支出金 5,912

教育就学奨励費の普及を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・保護者からの申請に対し、どの支弁区分に該当するか その他 0

　審査し、支弁区分に応じて給食費や学用品費、通学費 一般財源 5,848

　等の援助を行います。 合　計 11,760

３.活動内容

名称 就学奨励費申請・審査件数 単位 件
活

内容説明 就学奨励費の申請を受け、審査した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 230 250 270指標値
1

実　績 329 342 －－－成　果（効果･予測）

児童が安心して学校生活を送れます。 名称 就学奨励費認定・支給件数 単位 件
活

内容説明 就学奨励費の支給対象として



単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

必要に応じて適切な任用ができるよう、学校との情報共有を密にするとともに、市の広報なども活用して、

人材確保に努めていきます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9544

一般会計

事務事業名 中学校非常勤講師派遣事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成04年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立中学校９校 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 0 158 237

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 745 909 988

教職員の病欠や研修等に対応するため、代替職員を派遣 6年度事業費（予算額）財源内訳
します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

教職員が短期間（４日から２週間）の病気や介護などで その他 0

学校の授業に支障をきたす場合に非常勤講師を任用し、 一般財源 237

必要な学校に派遣します。 合　計 237

３.活動内容

名称 派遣件数 単位 件
活

内容説明 非常勤講師（代替職員）を派遣した件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 3 3 3指標値
1

実　績 0 1 －－－成　果（効果･予測）

非常勤講師の適正な派遣により、学校運営が円滑に行わ 名称 単位
れます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

教職員の短期間の療養休暇や研修は、毎年一定の件数が 標 予　定指標値
発生しており、学校のニーズに対応できる人員の確保が 3

実　績 －－－必要です。

名称



度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・校務支援システムを活用し、効率的な物品購入・配付に努めます。

・統合等、事業の整理について検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9546

一般会計

事務事業名 中学校管理用物品購入配布事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

学校教育法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和28年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立中学校９校 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 20 20 27

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 765 771 778

中学校の学習の充実と適正な学校運営を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市立中学校の管理運営に必要な物品（卒業証書など）を その他 0

購入し、各校に配布します。 一般財源 27
合　計 27

３.活動内容

名称 物品購入数（卒業証書） 単位 枚
活

内容説明 卒業証書用紙の購入枚数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 2,100 2,100 2,150指標値
1

実　績 2,250 2,250 －－－成　果（効果･予測）

学校運営が円滑に行われます。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・校務支援システムの導入により、用紙類の扱いについ 標 予　定指標値
　て検討が必要です。 3

実　績 －－－・統合等、事業の整理について検討が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年



いて検討す

　る必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・学校交際費の適正な支出や精算報告等について、管理及び継続的な指導をしていきます。

・他市の状況や市の関与の妥当性、予算の執行状況等を踏まえ、学校交際費の金額の縮小等について検討し

　ます。
今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9551

一般会計

事務事業名 中学校生徒活動等運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが確かな学力を身につけている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立中学校９校 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 75 300 540

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 820 1,051 1,291

生徒・家庭・地域と学校間の連携を深め、学校運営の円 6年度事業費（予算額）財源内訳
滑化を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

生徒の病気・けがの見舞や、保護者・地域等との連携を その他 0

推進するための学校交際費を交付します。 一般財源 540
合　計 540

３.活動内容

名称 交際費支給校数 単位 校
活

内容説明 保護者の慶弔等に要する経費を交際費として支給するもの動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 9 9 9指標値
1

実　績 9 9 －－－成　果（効果･予測）

保護者・地域等との連携と生徒の校外活動・運営が行え 名称 単位
ます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・学校交際費の適正な支出や精算報告について、管理、 標 予　定指標値
　指導していく必要があります。 3

実　績 －－－・他市の状況等も踏まえ、事業の縮小等につ



0 90 90指標値
2

実　績 95 73 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

対象生徒の把握に努め、援助が必要な生徒に対し、本事 標 予　定指標値
業を広く周知する必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅰ：現状のまま継続

市立小中学校及び共同学校事務室と協力し、本事業の対象となる保護者への周知に努めます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
9552

一般会計

事務事業名 中学校特別支援教育就学奨励事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

特別支援学校への就学奨励に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和34年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

特別支援学級へ就学する生徒の保護者 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 3,948 3,921 6,193

人件費 1,083 1,115 1,115

目　的 総事業費 5,031 5,036 7,308

特別支援学級へ就学する家庭に援助を行うとともに、特 6年度事業費（予算額）財源内訳
別支援教育就学奨励費の普及を図ります。 国支出金 3,147

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・保護者からの申請に対し、どの支弁区分に該当するか その他 0

　審査し、支弁区分に応じて給食費や学用品費、通学費 一般財源 3,046

　等の援助を行います。 合　計 6,193

３.活動内容

名称 就学奨励費申請・審査件数 単位 件
活

内容説明 就学奨励費の申請を受け、審査をする件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 90 90 100指標値
1

実　績 95 108 －－－成　果（効果･予測）

生徒が安心して学校生活を送れます。 名称 就学奨励費認定・支給件数 単位 件
活

内容説明 就学奨励費の支給対象として認定する件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 9



ります。 3
実　績 －－－・他市の状況や事業の意義、また、既に周年を迎え補助

　金を交付した学校との公平性等も踏まえ、見直しを含 名称 単位
　め事業の在り方について検討する必要があります。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・補助金の適正な支出について、管理及び継続的な指導をしていきます。

・他市の状況や事業の意義、また、既に周年を迎え補助金を交付した学校との公平性等も踏まえ、見直しを

　含め事業の在り方について検討する必要があります。
今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
11531

一般会計

事務事業名 市立小中学校創立記念行事支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

創立50年・100年を迎え、記念事業を積極的に行う大和 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
市立小・中学校 事業費 400 200 400

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 1,145 951 1,151

創立記念事業を行う大和市立小・中学校に事業運営のた 6年度事業費（予算額）財源内訳
めの補助金を交付します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

創立50年・100年を迎え、記念事業を行う大和市立小・ その他 0

中学校に事業運営のための補助金を交付します。 一般財源 400
合　計 400

３.活動内容

名称 補助金交付件数 単位 校
活

内容説明 創立記念事業を行うための補助金の交付件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 2 1 2指標値
1

実　績 2 1 －－－成　果（効果･予測）

創立記念事業を行う大和市立小・中学校の財政的負担が 名称 単位
軽減されます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・補助金の適正な支出について、管理、指導していく必 標 予　定指標値
　要があ



称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・少人数指導を効果的に行うため、学校の実情を考慮し 標 予　定指標値
　た人材の確保が必要です。 3

実　績 －－－・統合等、事業の整理について検討が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・学校規模や生徒の現状など総合的に考慮して、効果的な少人数指導ができる様に派遣校を決定していきま

　す。

・統合等、事業の整理について検討します。
今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
15119

一般会計

事務事業名 中学校少人数指導等非常勤講師配置事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成19年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

第１学年の１学級あたりの生徒数が３５人以上である市 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
立中学校で市教育委員会が必要と認めた学校 事業費 6,285 8,279 9,811

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 7,030 9,030 10,562

第１学年の１学級あたりの生徒数が３５人以上である大 6年度事業費（予算額）財源内訳
和市立中学校で、新１年生に、きめ細やかな学習指導を 国支出金 0

行えるようにします。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

新１年生を対象に非常勤講師を１人配置します。 その他 0

また、配置校は、生徒数や学校事情を考慮して教育委員 一般財源 9,811

会で決定します。 合　計 9,811

３.活動内容

名称 少人数指導非常勤講師配置校 単位 校
活

内容説明 第１学年の１学級あたり３５人を超える学校に配置動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 5 5 5指標値
1

実　績 4 5 －－－成　果（効果･予測）

中学校の新１年生が順調な学校生活をスタートできま 名称 単位
す。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名



定 19 19 19指標値
2

実　績 19 19 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

学校とPTA、地域住民、行政（道路管理者）、警察署（ 標 予　定指標値
交通管理者）、その他関係機関との連携を強化するとと 3

実　績 －－－もに、交通安全プログラムの有効な活用方法について検

討する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

危険個所について適切に対応し、いち早く改善していくために、大和市通学路交通安全プログラムの周知や

運用方法について、検証・検討を進めます。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
16924

一般会計

事務事業名 通学路指定・補修要望事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの豊かな心・健やかな体を育む

めざす成果 心身ともに健康に学校生活を送ることができている

交通安全対策基本法

根拠法令 名　称 交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校２８校の通学路を利用する児童・生徒 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 1,489 1,502 1,502

目　的 総事業費 1,489 1,502 1,502

児童生徒の登下校の安全を確保します。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

各学校・PTAではその年の児童数に応じた登校班を編成 その他 0

し通学ルートを決定し、教育委員会は審査のうえ通学路 一般財源 0

を指定します。さらに通学路の安全確保のため、交通管 合　計 0

理者・道路管理者に交通安全対策を依頼するものです。 ３.活動内容

名称 通学路改善要望の実施件数 単位 件
活

内容説明 通学路上の危険個所改善要望件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 200 200 200指標値
1

実　績 157 187 －－－成　果（効果･予測）

児童生徒の登下校の安全が確保されます。 名称 通学路点検実施小学校数 単位 校
活

内容説明 通学路上の安全点検を実施した小学校数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　



す。

・統合等、事業の在り方について検討する必要がありま 名称 単位
　す。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅰ：現状のまま継続 4年度 Ⅰ：現状のまま継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・公務災害の事例や現状を集約し、学校長や教員への注意喚起するなど、事故の減少に努めます。

・統合等、事業の在り方について検討します。

今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
16925

一般会計

事務事業名 教職員公務災害補償事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

地方公務員災害補償法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校の県費負担教職員 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 745 751 751

目　的 総事業費 745 751 751

市立小中学校教職員の被災時の補償を行います。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市立小中学校教職員が公務災害・通勤災害・労働災害に その他 0

被災した場合に、認定請求等の事務を適正・迅速に行い 一般財源 0

ます。 合　計 0

３.活動内容

名称 公務災害・通勤災害申請件数 単位 件
活

内容説明 教職員の公務災害認定請求の件数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 0 0 0指標値
1

実　績 9 11 －－－成　果（効果･予測）

被災時に適正な災害補償が行われることにより、教職員 名称 単位
が業務に専念することが出来ます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・労働安全衛生活動を活発にして、公務災害等のない職 標 予　定指標値
　場環境とするための有効な手段について検討が必要で 3

実　績 －－－　



7,397 17,447 17,298指標値
2

実　績 17,397 17,447 －－－

名称 県費負担教職員数 単位 人
活

内容説明 市内公立小中学校で勤務する教職員数動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・小学校全学年３５人学級の実施に向け国や県の動向に 標 予　定 1,096 1,108 1,127指標値
　注視するとともに児童生徒の学びの場の確保及び県費 3

実　績 1,096 1,108 －－－　負担教職員の確保策について検討が必要です。

・統合等、事業の在り方について検討が必要です。 名称 単位
活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・小学校全学年３５人学級の実施に向け、国や県の動向を注視するとともに児童推計を勘案し、児童生徒の

　学びの場を確保し、教職員の適正な配置について検討を進めます。

・統合等、事業の在り方について検討します。
今後の方針等

令和５年度　事務事業評価表
16926

一般会計

事務事業名 学級編成事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

教育部 学校教育課 学務係 北島　知成

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・未来に向かうこどもの学びと歩みを支えるまち

総合計画体系 個別目標 こどもの広がりのある学びを育む

めざす成果 こどもが個性・能力にあった教育を受けている

公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市立小中学校２８校及び学校給食共同調理場３場 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 2,234 2,253 2,253

目　的 総事業費 2,234 2,253 2,253

市立小中学校２８校及び学校給食共同調理場３場に勤務 6年度事業費（予算額）財源内訳
する県費負担教職員の定数を管理します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市立小中学校２８校及び学校給食共同調理場３場に４月 その他 0

５日付で配置する県費負担教職員定数を、児童生徒数推 一般財源 0

計を基に各学校の学級数・規模・特色（特別支援学級・ 合　計 0

国際学級・派遣等）を加えて算定します。 ３.活動内容

名称 小中学校学級数 単位 組
活

内容説明 市内公立小中学校における学級数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 656 668 670指標値
1

実　績 656 668 －－－成　果（効果･予測）

適正な教職員定数管理がなされます。 名称 児童生徒数 単位 人
活

内容説明 市内公立小中学校に就学している児童生徒数動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1


